
◎博物館法の一部を改正する法律 
（令和四年四月一五日法律第二四号）   

一、 提案理由（令和四年三月一六日・衆議院文部科学委員会） 

○末松国務大臣 この度、政府から提出いたしました博物館法の一部を改正する法律案

について、その提案理由及び内容の概要を御説明申し上げます。 

 この法律案は、博物館に求められる役割が多様化、高度化していることを踏まえ、博

物館の設置主体の多様化を図りつつその適正な運営を確保するため、博物館登録制度の

見直し等を行うものであります。 

 次に、この法律案の内容の概要について御説明申し上げます。 

 第一に、法律の目的について、社会教育法に加えて、文化芸術基本法の精神に基づく

こととしております。 

 第二に、博物館の事業として、博物館資料に係る電磁的記録を作成し、公開すること

等を追加するとともに、他の博物館等と連携協力すること、関係機関及び民間団体と連

携協力して、地域の教育、学術及び文化の振興、文化観光等の推進を図り、地域の活力

の向上に寄与することについての努力義務を設けることとしております。 

 第三に、博物館登録制度を見直し、博物館の設置者が、地方公共団体若しくは地方独

立行政法人又は博物館を運営するために必要な経済的基礎を有すること等の要件に該当

する法人のいずれかであることとしております。また、博物館における博物館資料の収

集、保管及び展示並びに調査研究を行う体制、学芸員その他の職員の配置並びに施設及

び設備が、都道府県等の教育委員会の定める基準に適合するもの等であることとしてお

ります。 

 第四に、登録審査等の手続について、都道府県等の教育委員会は、登録を行うときは、

あらかじめ学識経験者の意見を聞くこととするとともに、博物館の設置者に対して報告

徴収、勧告等を行うことができることとしております。また、博物館の設置者は、博物

館の運営の状況について、定期的に報告しなければならないこととしております。 

 第五に、学芸員補の資格要件を、短期大学士等の学位を有する者で博物館に関する所

定の科目の単位を修得したもの等とするとともに、国及び都道府県の教育委員会による

研修の対象に、学芸員、学芸員補以外の者を含めることとしております。 

 第六に、この法律の施行期日は、一部を除き、令和五年四月一日としております。ま

た、現に登録を受けている博物館は、施行日から五年間は、改正後の法における登録を

受けたものとみなす等の経過措置を設けることとしております。 

 このほか、所要の規定の整備を行うこととしております。 

 以上が、この法律案の提案理由及びその内容の概要であります。 

 何とぞ、十分御審議の上、速やかに御可決くださいますようお願いいたします。 

 以上でございます。 

二、衆議院文部科学委員長報告（令和四年三月二四日） 



○義家弘介君 ただいま議題となりました法律案につきまして、文部科学委員会におけ

る審査の経過及び結果を御報告申し上げます。 

 本案は、博物館の設置主体の多様化を図りつつその適正な運営を確保するための措置

を講ずるものであり、その主な内容は、次のとおりであります。 

 第一に、博物館法の目的に、文化芸術基本法の精神に基づくことを追加すること、 

 第二に、博物館登録制度を見直し、博物館の設置者を法人類型にかかわらず登録でき

ることとするとともに、登録に当たっては、博物館資料の収集、保管、展示及び調査研

究を行う体制等が、都道府県の教育委員会の定める基準に適合すること等を審査するこ

と、また、博物館の設置者は、その運営の状況を定期的に都道府県の教育委員会に報告

するとともに、都道府県の教育委員会は、博物館の適正な運営を確保するため必要があ

る場合等において、博物館の設置者に対して報告徴収及び勧告等を行うことができるこ

と、 

 第三に、博物館の事業として、博物館資料の電磁的記録の作成等を追加するとともに、

博物館は、他の博物館等と相互に連携協力するよう努めるものとすること 

などであります。 

 本案は、去る三月十五日本委員会に付託され、翌十六日末松文部科学大臣から趣旨の

説明を聴取しました。二十三日質疑を行い、同日質疑を終局した後、採決を行った結果、

本案は全会一致をもって原案のとおり可決すべきものと決しました。 

 なお、本案に対し附帯決議が付されたことを申し添えます。 

 以上、御報告申し上げます。 

○附帯決議（令和四年三月二三日） 

政府及び関係者は、本法の施行に当たっては、次の事項について特段の配慮をすべき

である。 

一 本法による新たな博物館登録制度が十分に活用されるよう、登録により各博物館の

信用や認知度の向上につながる制度の実現に向けた施策を推進するとともに、新たな

登録制度の活用状況や博物館の振興に及ぼす効果等について調査・検証を行い、その

結果に基づき必要な措置を講ずること。 

二 登録博物館について、その設置主体が民間の法人等に拡充されることから、登録の

審査に当たっては、博物館の社会教育施設としての役割を尊重し、過度に利益を求め

ないという非営利性に配慮の上、公益性及び公共性の確保に十分留意すること。また、

登録後の博物館の運営状況について、定期報告等を通じ、博物館が持続的に活動でき

るよう経営の改善・向上を継続的に図るための支援を行うこと。 

三 博物館の中核的職員である学芸員については、文化審議会の答申においても中長期

的な課題とされたことから、学芸員に求められる専門的な能力を再定義するなど学芸

員の在り方について制度的な検討を行い、必要な見直しを行うこと。また、学芸員を

はじめ、学芸員補など様々な専門的職員の育成・配置が重要であることを踏まえ、そ



の社会的地位の向上及び雇用の安定等の処遇改善に努めるとともに、研修及び調査研

究助成等を充実させることにより、我が国の博物館の活動の基盤を担う人材の育成・

確保等に努めること。 

四 博物館の活動や経営の向上においては、責任者として事業や業務に十分な見識を持

つ館長の果たす役割が重要であることから、学芸員で高度かつ専門的な知見を有する

者の登用や研修等の実施を通じ継続的にその専門性の向上を図るなど、館長としての

職責を十分果たすことのできる環境の整備に努めること。 

五 これからの博物館には、地方公共団体や民間団体等と連携し、社会的・地域的課題

の解決を図ることが期待されることから、国立博物館を中核として設置者の枠を越え

た全ての博物館の連携を促進するとともに、地域の多様な主体とのネットワークの形

成が円滑に実現するよう、必要な支援を行うこと。 

六 博物館については、多くの博物館が非常に厳しい財政状況にあり、施設・設備の老

朽化への対応も求められる中、従来担ってきた社会教育施設としての機能に加え、文

化施設としての新たな役割も担うこととなる。多様な役割を担う博物館の更なる振興

を図るため、博物館に対する財政上の措置の拡充や新たな税制上の優遇策の検討など

の様々な振興策を講ずるとともに、博物館の持続的経営を可能とする新たな運営指針

の策定など、各博物館が長期的に安定して資金を確保し得る仕組みの構築に向けた支

援を行うこと。また、博物館に対する公的支援の必要性等に関し広く国民の理解が得

られるよう、博物館が担う社会的機能の重要性等について広報活動を実施すること。

なお、振興策を講ずるに当たっては、社会教育法及び文化芸術基本法の精神に基づき、

博物館の多様性を尊重すること。  

三、参議院文教科学委員長報告（令和四年四月八日） 

○元榮太一郎君 ただいま議題となりました法律案につきまして、文教科学委員会にお

ける審査の経過と結果を御報告申し上げます。 

 本法律案は、博物館の設置主体の多様化を図りつつその適正な運営を確保するため、

博物館登録制度の見直し等を行おうとするものであります。 

 委員会におきましては、博物館登録制度の見直しの意義、博物館に対する支援方策等

について質疑が行われましたが、その詳細は会議録によって御承知願いたいと存じます。 

 質疑を終局し、討論に入りましたところ、れいわ新選組の舩後委員より反対の意見が

述べられました。 

 討論を終わり、採決の結果、本法律案は多数をもって原案どおり可決すべきものと決

定いたしました。 

 なお、本法律案に対して附帯決議が付されております。 

 以上、御報告申し上げます。 

○附帯決議（令和四年四月七日） 

政府及び関係者は、本法の施行に当たり、次の事項について特段の配慮をすべきであ



る。 

一、本法による新たな博物館登録制度が十分に活用されるよう、登録により各博物館の

信用や認知度の向上につながる制度の実現に向けた施策を推進するとともに、新たな

登録制度の活用状況や博物館の振興に及ぼす効果等について調査・検証を行い、その

結果に基づき必要な措置を講ずること。 

二、登録博物館について、その設置主体が民間の法人等に拡充されることから、登録の

審査に当たっては、博物館の社会教育施設としての役割を尊重し、過度に利益を求め

ないという非営利性に配慮の上、公益性及び公共性の確保に十分留意すること。また、

登録後の博物館の運営状況について、定期報告等を通じ、博物館が持続的に活動でき

るよう経営の改善・向上を継続的に図るための支援を行うこと。 

三、博物館の中核的職員である学芸員については、文化審議会の答申においても中長期

的な課題とされたことから、学芸員に求められる専門的な能力を再定義するなど学芸

員の在り方について制度的な検討を行い、必要な見直しを行うこと。また、学芸員を

はじめ、学芸員補など様々な専門的職員の育成・配置が重要であることを踏まえ、そ

の社会的地位の向上及び雇用の安定等の処遇改善や、博物館職員の充実を図るための

財政的支援に努めるとともに、研修及び調査研究助成等を充実させることにより、我

が国の博物館の活動の基盤を担う人材の育成・確保等に努めること。 

四、博物館の活動や経営の向上においては、責任者として事業や業務に十分な見識を持

つ館長の果たす役割が重要であることから、学芸員で高度かつ専門的な知見を有する

者の登用や研修等の実施を通じ継続的にその専門性の向上を図るなど、館長としての

職責を十分果たすことのできる環境の整備に努めること。また、館長の専門職化に努

めること。 

五、これからの博物館には、地方公共団体や民間団体等と連携し、社会的・地域的課題

の解決を図ることが期待されることから、国立博物館を中核として設置者の枠を越え

た全ての博物館の連携を促進するとともに、地域の多様な主体とのネットワークの形

成が円滑に実現するよう、必要な支援を行うこと。 

六、本法による新たな博物館登録制度の下で、都道府県・指定都市の教育委員会におけ

る業務負担の増大が想定されることに鑑み、都道府県・指定都市の教育委員会におい

て、博物館に係る知見を有する専門人材の配置及び育成、博物館関連業務に当たる職

員の増員等の体制の強化が可能となるよう、必要な支援に努めること。 

七、博物館については、多くの博物館が非常に厳しい財政状況にあり、施設・設備の老

朽化への対応も求められる中、従来担ってきた社会教育施設としての機能に加え、文

化施設としての新たな役割も担うこととなる。多様な役割を担う博物館の更なる振興

を図るため、博物館に対する財政上の措置の拡充や新たな税制上の優遇策の検討など

の様々な振興策を講ずるとともに、とりわけ小規模な博物館における経済的・人的資

源の不足が深刻であることを念頭に置きつつ、博物館の持続的経営を可能とする新た



な運営指針の策定など、各博物館が長期的に安定して資金を確保し得る仕組みの構築

に向けた支援を行うこと。また、博物館に対する公的支援の必要性等に関し広く国民

の理解が得られるよう、博物館が担う社会的機能の重要性等について広報活動を実施

すること。なお、振興策を講ずるに当たっては、社会教育法及び文化芸術基本法の精

神に基づき、博物館の多様性を尊重することや、その特性に格段の配慮をすること。 

八、博物館法第八条に定める「博物館の設置及び運営上望ましい基準」を定めるに当た

っては、本附帯決議の精神を反映させるよう努めること。 

  右決議する。 


